
地方における途切れない支援の
提供体制の強化

令和６年７月23日

警察庁長官官房
犯罪被害者等施策推進課
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犯罪被害者等基本法（平成16年法律第161号）

第３条（基本理念）第３項
犯罪被害者等のための施策は、犯罪被害者等が、被害を受

けたときから再び平穏な生活を営むことができるようになる
までの間、必要な支援等を途切れることなく受けることがで
きるよう、講ぜられるものとする。
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地方における途切れない支援の提供体制の強化



地方における途切れない支援の提供体制の強化に関する有識者検討会 取りまとめ（概要）
開催経過・構成員

（有識者）※ 敬称略・五十音順、◎：座長
◎伊藤 冨士江 元上智大学総合人間科学部教授

太田 達也 慶應義塾大学法学部教授
武 るり子 犯罪被害者遺族
野坂 祐子 大阪大学大学院人間科学研究科教授
前田 正治 福島県立医科大学医学部主任教授
和氣 みち子 公益社団法人全国被害者支援ネットワーク理事

（開催経過）
令和５年９月（第１回）～令和６年４月（第８回）

第１ 犯罪被害者等支援に携わる機関・団体に期待される役割

○ 犯罪被害者等支援を充実させるための社会的基盤の充実強化
・ 条例制定・計画策定の促進
➞ 方策：制定・策定の意義や実効的な事項等の情報提供の充実

・ 関係機関・団体における対応能力の向上と連携強化
➞ 方策 ：連携強化等に関する好事例、先進的取組の紹介

【 国 】～犯罪被害者等施策の総合的立案・実施
・地方公共団体への助言、施策等の情報提供、手引き等の作成、研修等
・民間被害者支援団体への情報提供 ・地方公共団体等に対する必要に応じた財政上の措置

【都道府県】～域内の犯罪被害者等施策の総合的推進
多機関ワンストップサービスの中核的役割

【市区町村】～域内の犯罪被害者等施策の推進
生活支援のための各種制度・サービスの実施主体

【都道府県警察】～犯罪被害者等のニーズを第一次的に把握
ニーズに応じた関係機関への情報提供・橋渡し

【民間被害者支援団体】～民間の強みを活かした柔軟・迅速な支援
初期から中長期にわたる支援

【その他の関係機関・団体】

第２ 地方における途切れない支援の提供体制の構築

○ 犯罪被害者等支援におけるワンストップサービスの実現
・ 多機関ワンストップサービスの在り方（右図参照）
・ 機関内ワンストップサービスの在り方
➞ 方策：

第３ 地方における途切れない支援を実現するための社会資源の充実強化

○ 地方における支援制度・サービスの活用・充実強化
・ 既存の各種制度・サービスの活用
・ 犯罪被害者等に特化した支援制度・サービスの充実強化
➞ 方策： 提供する機関・団体間の連携強化、制度・サービスの継続的な周知

特化制度・サービスの導入検討に資する情報の集約・提供

○ 犯罪被害者等支援におけるＤＸ推進
・ 犯罪被害者等の負担軽減、支援者の利便性向上
➞ 方策：

先進的な都道府県の取組を参考とした多機関ワンストップサービスの仕組み（例）

市区町村

都道府県

警 察

民間被害者
支援団体

犯
罪
被
害
者
等
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

アドバイザー
機能の発揮

犯罪被害者等支援調整会議
（都道府県主催）

都道府県 警 察

犯罪被害者等
早期援助団体

居住地の
市区町村

検察庁

④会議開催の
必要性を判断

⑤支援計画案
の作成
会議の招集

犯罪被害者等①相談・問合せ
被害申告等

②情報集約
（犯罪被害者等
の同意が前提）

性犯罪・性暴力被害者の
ためのﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ支援ｾﾝﾀｰ

③面談を実施し、
ニーズ把握・
同意取得を行う

複
数
の
機
関
・
団
体
に
よ
る

複
数
の
制
度
・
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
す
る
必
要
が
あ
る
場
合 ４機関・団体

弁護士

コーディネーターが必要
と認める機関・団体

⑨支援の
進捗確認
支援計画の
見直し

⑦支援計画
の説明

⑧支援の提
供

福祉
関係機関 等

（
都
道
府
県
の
総
合
的
対
応
窓
口
）

⑥支援計画の決
定

相談等受理機関・団体

（関係府省庁）警察庁、内閣府、こども家庭庁、総務省
法務省、文部科学省、厚生労働省、国土交通省

（共通）
・多機関ワンストップ

サービスに参画
・犯罪被害者等のニーズ

を踏まえた支援の提供

地方公共団体職員向け研修の実施・研修素材の提供
コーディネーター向け専門的研修の実施
地方公共団体アドバイザーの配置・運用
専門的知見・ノウハウの活用
手引きの作成・提供
ワンストップサービス実現のための援助の検討

※全ての個別事案について開催されるものではなく、
コーディネーターが必要と判断した場合に開催

犯罪被害給付制度の裁定申請等手続のオンライン化
犯罪被害者等のためのポータルサイトの充実
オンライン面接等の活用
支援者向けのポータルサイトの開設
支援者向け研修におけるオンラインの活用

（事務局）警察庁

（国）地方公共団体アドバイザー
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１ 各機関・団体に期待される役割

「提言」における期待される役割
●国：犯罪被害者等施策の総合的立案・実施
●都道府県：広域自治体として域内の犯罪被害者等施策の総合的推進
●市区町村：基礎自治体として生活支援のための各種制度・サービス

の実施主体
●都道府県警察：犯罪被害者等のニーズの第一次的な把握とニーズに

応じた関係機関・団体への情報提供・橋渡し
●民間被害者支援団体：民間の強みを生かした柔軟・迅速な支援や

初期から中長期にわたる支援
●その他の関係機関・団体：犯罪被害者等の置かれた状況やニーズを

踏まえた支援
4

基本法第５条（地方公共団体の責務）
地方公共団体は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等の支援等に関

し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の状況
に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。



２ 地方における途切れない支援の提供体制の構築
⑴ 支援を充実させるための社会的基盤の充実強化

● 犯罪被害者等支援のための条例制定・計画策定の促進

特化条例等の制定・計画等の策定については、

・ 域内において総合的かつ計画的な犯罪被害者等支援を
推進させるための根拠となる

・ 犯罪被害者等が利用できる支援制度・サービス等を
住民に示すもの

重要な意義を有している
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２ 地方における途切れない支援の提供体制の構築

⑴ 支援を充実させるための社会的基盤の充実強化
● 関係機関・団体における対応能力の向上と連携強化

支援の現場における対応能力の向上と連携を強化する
ためには、

・関係機関・団体が各層において顔が見える関係作り
・地域における支援の現状、課題の把握
・各機関等が持つ支援制度・サービスについて情報交換
・基本認識等を共有、相互理解を深める

ことができる会議体が必要である。
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犯罪被害者等支援のための各種会議体の役割、機能
連携強化のための会議体

都道府県レベル

【参画機関・団体】都道府県、全ての市区町村、都道府県警察、民間被害者支援団体その他都道府県レベルで活動する機関・団体

代表者会議 実務担当者会議

【参加者のレベル】
各機関・団体の代表者級（例：都道府県の局部課長級）

【会議の議題（例）】
○域内における現状・課題の把握
○多機関ワンストップサービスの導入に向けた検討・見直し
○条例制定・計画策定等に向けた情報交換・検討 等

【参加者のレベル】
実際に支援に携わる実務担当者級

【会議の議題（例）】
○多機関ワンストップサービスの具体的な運用の検討・見直し
○各機関・団体が提供する制度・サービスの情報交換
○仮想事例に基づくシミュレーション訓練 等

市区町村レベル
【参画機関・団体】市区町村、警察署、民間被害者支援団体等の市区町村レベルで活動する機関・団体

実務担当者会議

【参加者のレベル】
実際に支援に携わる実務担当者級（必要に応じて、各機関・団体の代表者級を集めた会議体を開催することもあり得る）

【会議の議題（例）】
○各機関・団体が提供する制度・サービスの情報交換 ○仮想事例に基づくシミュレーション訓練 等

個別事案の支援のための会議体（犯罪被害者等支援調整会議）

【参画機関・団体】都道府県（コーディネーター、関係部署）、犯罪被害者等が居住する市区町村、都道府県警察、犯罪被害者等早期援助
団体のほか、コーディネーターが必要と認める機関・団体

【参加者のレベル】実際に支援に携わる実務担当者級
【 会 議 の 議 題 】○個別事案の支援の検討・調整、支援計画の決定 ○支援の進捗報告、支援計画の見直し・修正 等

※ 全ての個別事案について開催されるものではなく、コーディネーターが必要と判断した場合に開催。
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２ 地方における途切れない支援の提供体制の構築

⑵ ワンストップサービスの実現
犯罪被害者等がいずれかの機関・団体に相談や問合せを

すれば、その後は必要な支援が一元的に途切れなく提供
されることが重要

・ 複数の異なる機関・団体で構成される
多機関ワンストップサービス

・ 一つの機関・団体内における複数の部署で構成される
機関内ワンストップサービス

２つのワンストップサービスが必要
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先進的な都道府県の取組を参考とした多機関ワンストップサービスの仕組み（例）

【コーディネーターに求められる機能・役割】
○ 個別事案の支援全体のハンドリング

・ 多機関連携で対応する必要がある犯罪被害者等の情報を受理。
・ 犯罪被害者等と面談し、ニーズを一元的に把握、多機関連携への同意取得。
・ 支援調整会議の開催の必要性を判断し、支援計画案を作成。
・ 支援調整会議を招集・開催し、検討・調整の上、支援計画を取りまとめ。
・ 支援の進捗状況やニーズの変化を定期的に確認し、支援計画の見直し。

○ 市区町村に対するアドバイザー
・ 市区町村の総合的対応窓口担当者等からの相談への助言。

検察庁

市区町村

都道府県

警 察

民間被害者
支援団体

医療機関

法テラス

犯
罪
被
害
者
等
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

アドバイザー機能の発揮

犯罪被害者等支援調整会議
（都道府県主催）

都道府県 警 察

犯罪被害者等
早期援助団体

居住地の
市区町村

検察庁

④会議開催の
必要性を判断

⑤支援計画案
の作成
会議の招集

犯罪被害者等
①相談・問合せ

被害申告等

②情報集約
（犯罪被害者等

の同意が前提）
児童相談所

その他

性犯罪・性暴力
被害者のための
ワンストップ
支援センター

③面談を実施し、
ニーズ把握・
同意取得を行う

複
数
の
機
関
・
団
体
に
よ
る

複
数
の
制
度
・
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
す
る
必
要
が
あ
る
場
合

４機関・団体

弁護士

コーディネーターが必要と認める機関・団体

⑨支援の進捗
確認
支援計画の
見直し

⑦支援計画の説明

⑧支援の提供

【犯罪被害者等支援調整会議の機能・役割】
○ コーディネーターのリーダシップの下

・ 個別事案の支援の検討・調整、支援計画の決定
関係機関等が集まり、犯罪被害者等のニーズを共有。
支援計画案を基に参加機関等が提供する支援を協議。
支援計画の決定。

・ 支援の進捗報告、支援計画の見直し決定
支援の進捗状況の定期的な報告。
支援計画の見直しを決定。

福祉
関係機関 等

（
都
道
府
県
の
総
合
的
対
応
窓
口
）

⑥支援計画の決定

相談等受理機関・団体

※ 全ての個別事案について開催されるものではなく、
コーディネーターが必要と判断した場合に開催。
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２ 地方における途切れない支援の提供体制の構築

⑶ 多機関ワンストップサービス体制の構築

● 関係機関・団体との情報共有

○相談受理機関から、コーディネーターへ連絡する場面
○コーディネーターが、犯罪被害者等と面談後、支援を提供する

機関等へ連絡する場面など

犯罪被害者等からの同意が必要（丁寧な説明）

犯罪被害者等に関する情報は、「要配慮個人情報」
（個人情報保護法）

○情報共有の範囲を慎重に設定
○情報共有（提供・受理）の具体的要領、管理方法、秘密の保持等

に関して共通のルールを明確に設定
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２ 地方における途切れない支援の提供体制の構築

⑷ 機関内ワンストップサービス体制の構築

○ 構築してもらいたい対象
都道府県・市区町村のような一つの機関・団体で、
多様な支援制度・サービスを持つ機関・団体

○ 理由
・どのような制度・サービスがあるのかわからない
・一つの機関・団体なのに、制度の説明を受けるために、

各窓口をまわり、それぞれで犯罪被害の状況について説明
を求められる

などにより、肉体的、精神的に負担がある犯罪被害者等に更
なる負担が強いられている現状

→ これを解決するために設けられたのが、
○「総合的対応窓口」
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市区町村における機関内ワンストップサービスの仕組み①（例）

【機関内ワンストップサービスの構築のための取組例】
○ 各所属が担当する犯罪被害者等が利用し得る制度・サービスを相互に把握。

○ 把握した制度等について、担当所属を示した上で網羅的に取りまとめた支援メニューリストや担当者の連絡先リスト等

の作成、共有（支援メニューリストは、犯罪被害者等に配布することもあり得る）。

○ 機関内で行われる各種会議等を通じて、犯罪被害者等の相談があった場合の対応要領の確認等。

○ 各所属の担当者に対し、犯罪被害後に犯罪被害者等が置かれる状況・精神的負担、行政機関への支援ニーズ、支援者側

の代理受傷等の教養の実施。

○ 各所属の担当者を含む全職員向け犯罪被害者等講演の実施等による意識向上。

高額療養

高齢者

障害者

精神保健

教 育

子育て

市営住宅

消費者生活

虐 待

就 業医療費助成

年 金

税

防 犯ＤＶ相談

戸籍・
住民票

総 合 的 対 応 窓 口
○ 一元的に犯罪被害者等のニーズの把握、必要な情報を関係する部署に共有
○ 機関として実施する支援メニューの調整、様々な部署が担当する支援メニューを犯罪被

害者等に提示・提供

等

生活困窮

介護保険

連 携

各所属が担当する生活を支援する制度・サービス
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市区町村における機関内ワンストップサービスの仕組み②（例）

【総合的対応窓口が相談受理した場合の対応例】
① 相談受理時にニーズを一元的に把握、情報共有の同意取得
② 支援可能性のある制度･サービス担当窓口に情報共有
③ 総合的対応窓口の下で､提供可能な制度･サービスを調整
④ 総合的対応窓口が包括して、制度･サービスを提示、担当窓

口と連携して支援を実施

犯罪被害者等

【総合的対応窓口以外が相談受理した場合の対応例】
❶ 相談受理（状況、ニーズの把握）、総合的対応窓口に対する

情報共有の同意取得
❷ 総合的対応窓口に情報共有
❸ ニーズの把握（必要に応じて再面談）､情報共有の同意取得
❹ 支援可能性のある制度･サービス担当窓口に情報共有
❺ 総合的対応窓口の下で、提供可能なサービスを調整
❻ 総合的対応窓口が包括して、制度･サービスを提示、担当窓口

と連携して支援を実施

● 総合的対応窓口以外が相談受理した場合

税・年金関係窓口

福祉関係窓口

子育て関係窓口

住宅関係窓口 等

総
合
的
対
応
窓
口

❶相談

❻サービスの
提示・提供

❹情報共有

❷情報共有

❺支援メニ
ューの提示

（
都
道
府
県
）コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

（
国
）地
方
公
共
団
体
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

相談

助言

犯罪被害者等

● 総合的対応窓口が相談受理した場合

税・年金関係窓口

福祉関係窓口

子育て関係窓口

住宅関係窓口 等

総
合
的
対
応
窓
口

①相談受理、
ニーズの把握、
同意取得

②情報共有

④サービスの
提示・提供

③支援メニ
ューの提示

（
都
道
府
県
）コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

（
国
）地
方
公
共
団
体
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

相談

助言

【配慮すべき事項】
● 面談をする際には、人目の付かないところで実施するなどプライバシーに配意。
● 「情報共有の範囲を丁寧に」設定し、同意を得る際には、丁寧な説明と十分な意思疎通を。
● 複数の手続が必要な際は、犯罪被害者等は同じ場所で、担当者が入れ替わって順次実施。

制度･サービス担当窓口

（例）福祉関係窓口に
相談があった場合

その他の制度･サービス担当窓口

❸ニーズの把握、
同意取得

13



⑴ 地方における支援制度・サービス活用・充実強化
● 既存の各種制度・サービスの活用

・都道府県及び市区町村における保健医療・福祉分野を始めとする
犯罪被害者等が利用し得る制度・サービスの確実な活用

・制度等を犯罪被害者等のニーズに応じて漏れなく提供するため、
ワンストップサービスを効果的に機能

● 犯罪被害者等に特化した支援制度・サービスの充実強化

・犯罪被害者等のニーズは多岐にわたり、既存の各種制度・
サービスのみでは対応できない場合等があり得る

→ 犯罪被害者等に特化した支援制度・サービスの一層の充実強化
→ 支援対象の範囲は、犯罪被害者等のニーズや当該制度等の趣旨

等を踏まえて適切に判断 14

３ 地方における途切れない支援を実現するための
社会資源の充実強化
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区分 メニュー 概要

再提訴支援
損害賠償請求権の消滅時効を更新させるための民事裁判の
再提訴等に必要な印紙代等を助成するもの

報道対応等支援
報道機関からの取材やインターネット上の誹謗中傷等への
対応に関する弁護士費用を助成するもの

医療・心理的
ケア関係支援

カウンセリング支援
公認心理師・臨床心理士等によるカウンセリングを無料で
提供するもの

法律相談支援
弁護士による法律相談を無料で提供、若しくは、その費用
を助成するもの

被害者参加制度利用
支援

刑事裁判の被害者参加制度利用時の弁護士費用を助成する
もの

裁判傍聴等支援 刑事裁判の傍聴時等の旅費を助成するもの
法的関係支援

その他支援

生活関係支援

家事等支援
家事、育児、介護等の支援サービスに要する費用を助成す
るもの

託児支援 こどもの一時的な託児所への入所を無料で提供するもの

就労支援 就労・転職支援サービス利用等の費用を助成するもの

住居関係支援

宿泊支援 一時避難場所となるホテル等の宿泊費用を助成するもの

公営住宅優先入居等 公営住宅への優先入居等入居に係る配慮を行うもの

転居支援 転居費用を助成するもの

犯罪被害者等に特化した支援メニューリスト（都道府県の例）

経済的支援

見舞金 金銭の支給を行うもの

貸付金 無利子等による貸付を行うもの

区分 メニュー 概要

見舞金 金銭の支給を行うもの

貸付金 無利子等による貸付を行うもの

ハウスクリーニング
等支援

自宅のクリーニング・修理等を行う費用を助成するもの

宿泊支援 一時避難場所となるホテル等の宿泊費用を助成するもの

公営住宅優先入居等 公営住宅への優先入居等入居に係る配慮を行うもの

転居支援 転居費用を助成するもの

家賃支援 転居した際の賃貸住宅の家賃を助成するもの

配食支援
弁当や食事を無料で提供、若しくは、その費用を助成する
もの

家事等支援
ヘルパー等を派遣して家事、育児、介護等の支援サービス
を無料で提供、若しくは、その費用を助成するもの

一時保育支援 こどもの一時保育費用を助成するもの

学習支援
こどもの教育関係（家庭教師、塾等）の費用を助成するも
の

修学支援 大学等に進学する際の費用を助成するもの

就労準備支援
転職又は就職するために必要な資格等の取得に要する費用
を助成するもの

精神医療支援 精神医療機関で受診した場合の医療費を助成するもの

カウンセリング支援
公認心理師・臨床心理士等によるカウンセリングを無料で
提供、若しくは、その費用を助成するもの

法律相談支援
弁護士による法律相談を無料で提供、若しくは、その費用
を助成するもの

裁判傍聴等支援
民事裁判の出席、刑事裁判の傍聴時等の旅費を助成するも
の

再提訴支援
損害賠償請求権の消滅時効を更新させるための民事裁判の
再提訴等に必要な印紙代等を助成するもの

財産開示手続等支援
裁判所における財産開示手続及び第三者からの情報取得手
続を利用する費用を助成するもの

立替支援金
加害者に対する損害賠償請求権に係る債務名義を取得した
被害者等から当該請求権を地方公共団体が譲り受けること
を条件として、その金額と同額の立替金を支給するもの

報道対応支援
報道機関からの取材対応等に関する弁護士費用を助成する
もの

真相究明活動支援
犯罪被害に関する情報提供を公衆に求める際の活動費用等
を助成するもの

法的関係支援

その他支援

医療・心理的
ケア関係支援

生活関係支援

犯罪被害者等に特化した支援メニューリスト（市区町村の例）

経済的支援

住居関係支援



⑵ 犯罪被害者等支援におけるＤＸ推進

● 犯罪被害者等の負担軽減
・犯罪被害給付制度の裁定申請等手続のオンライン化
・犯罪被害者等のためのポータルサイトの充実
・オンライン面接等の活用

● 支援者の利便性向上
・支援者向けのポータルサイトの開設
・支援者向け研修におけるオンラインの活用

16

３ 地方における途切れない支援を実現するための
社会資源の充実強化



ご静聴ありがとうございました。
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警察庁長官官房
犯罪被害者等施策推進課
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                           警察庁丙犯被発第 30 号 

                           令 和 ６ 年 ７ 月 18 日 

 
   都 道 府 県 知 事                                    
 各 市 町 村 長  殿                         
   特 別 区 長 
                           警 察 庁 長 官 官 房 長 
                                        (公 印 省 略) 
 
 
   地方における途切れない支援の提供体制の強化について（通知） 
 
 平素より犯罪被害者等施策の推進に御理解と御協力を賜り厚く御礼申し上げます。 
 犯罪被害者等施策については、これまでも「第４次犯罪被害者等基本計画」（令和３年

３月 30 日閣議決定）等に基づき推進しているところ、今般、「犯罪被害者等施策の一層の

推進について」（令和５年６月６日犯罪被害者等施策推進会議決定）を受けて、警察庁に

おいて開催した「地方における途切れない支援の提供体制の強化に関する有識者検討会」

の取りまとめ（別添）を踏まえ、犯罪被害者等支援におけるワンストップサービスの実現

に向け、必要な施策を実施することとされたところであります。 
 貴職におかれては、犯罪被害者等基本法（平成 16 年法律第 161 号）の基本理念等を踏ま

え、本取りまとめの「Ⅲ  地方における途切れない支援の提供体制の強化に向けた提言」

（以下「提言」という。）の趣旨を御理解の上、下記の事項について御留意いただき、管

内の関係機関・団体と連携して地方における途切れない支援の提供体制の強化に取り組ん

でいただくようお願い申し上げます。 
 なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基

づく技術的助言であり、内閣府、こども家庭庁、総務省、法務省、文部科学省、厚生労働

省及び国土交通省と協議済みであることを申し添えます。 
記 

１ 犯罪被害者等支援に携わる機関・団体に期待される役割（提言第１関係） 
  犯罪被害者等施策は、犯罪被害者等基本法の基本理念に基づき、犯罪被害者等が、被

害原因や居住地域にかかわらず、その置かれている状況等に応じ、被害を受けたときか

ら再び平穏な生活を営むことができるようになるまでの間、必要な支援を適時適切に途

切れることなく受けることができるよう講ぜられる必要がある。 
  犯罪被害者等基本法において、地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との適切な

役割分担を踏まえて、当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有す

るものとされ、提言においては、都道府県及び市区町村（区は特別区をいう。以下同じ。）

それぞれの役割がより具体的に示されているところ、特に、広域自治体である都道府県

において、域内の犯罪被害者等施策を総合的に推進し、市区町村や民間被害者支援団体

に対する支援を行うとともに、下記に述べる多機関ワンストップサービスの中核的役割

を担うことなどが期待される。 
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また、市区町村にあっては、住民にとって最も身近な基礎自治体であり、生活を支援

する各種制度・サービスの実施主体として、犯罪被害者等のニーズに応じた支援を提供

するとともに、関係機関・団体と連携し、域内の犯罪被害者等施策を推進することなど

が期待される。 
都道府県及び市区町村は、犯罪被害者等支援においてその役割を積極的に果たしつつ、

域内の機関・団体とそれぞれの役割について相互に認識を共有し、連携して対応された

い。 
 

２ 地方における途切れない支援の提供体制の構築（提言第２関係） 
 (1) 犯罪被害者等支援を充実させるための社会的基盤の充実強化 

ア 犯罪被害者等支援のための条例制定・計画策定の促進 
犯罪被害者等支援を目的とした条例等の犯罪被害者等支援のための実効的な事

項を盛り込んだ条例（以下「特化条例等」という。）及び犯罪被害者等支援のため

の計画等（以下「計画等」という。）は、域内において総合的かつ計画的な犯罪被

害者等支援を推進する根拠となるほか、犯罪被害者等が利用できる支援制度・サー

ビス等を住民に示すものとして重要な意義を有していると考えられる。 
都道府県及び市区町村は、引き続き、警察庁が行う特化条例等の制定及び計画等

の策定状況に関する情報提供を参考とし、各自の現状を踏まえつつ、犯罪被害者等

の視点に立った取組の推進に努めるようお願いする。 
イ 関係機関・団体における対応能力の向上と連携強化 

個別事案において犯罪被害者等へ適切に支援を提供するには、日頃から、支援に

携わる関係機関・団体が各層において顔の見える関係を作り、基本認識等を共有し、

相互理解を深めておくことが肝要である。 
そこで、取りまとめの別添１を参考に、都道府県は、域内の関係機関・団体の代

表者及び実務担当者でそれぞれ構成される会議体を設け、出席者に応じた犯罪被害

者等支援に関する情報交換や協議、訓練等を行い、都道府県全体の対応能力の向上

と関係機関・団体の連携強化を図られたい。 
また、全ての市区町村は、特化条例等及び計画等の有無にかかわらず、上記の都

道府県で開催される代表者及び実務担当者会議に参加するほか、市区町村レベルで

活動する関係機関・団体の実務担当者等で構成される会議を開催し、円滑な連携・

協力を行うことができる関係を構築されたい。 
なお、これらの会議体については、現状、都道府県警察本部を単位とした都道府

県レベルの被害者支援連絡協議会及び警察署等を単位とした市区町村等が参加す

る被害者支援地域ネットワークが設置されているところ、当該枠組みを合理的に活

用することも考えられる。この際、提言における都道府県や市区町村に期待される

役割を踏まえると、都道府県及び市区町村は、都道府県警察と協力して事務局に参

画するなど、その運営により主体的に関与することが望ましい。 
 (2) 犯罪被害者等支援におけるワンストップサービスの実現 
   犯罪被害者等支援においては、犯罪被害者等がいずれかの機関・団体に相談や問合

せをすれば、その後は必要な支援が関係機関・団体によって一元的に途切れなく提供
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されることが重要である。 
   こうした途切れない支援を実現するため、個別事案の支援において、複数の異なる

機関・団体で構成される「多機関ワンストップサービス」及び都道府県や市区町村の

ように、複数の部署が様々な支援を所管している場合、一つの機関・団体内における

複数の部署で構成される「機関内ワンストップサービス」の双方が必要となると考え

られる。 
 (3) 多機関ワンストップサービス体制の構築 

ア 多機関ワンストップサービスの仕組み 
犯罪被害者等支援においては、都道府県警察や民間被害者支援団体による支援だ

けでは十分ではなく、被害直後の生活急変や刑事裁判等の終了後も含めた中長期に

わたる生活再建を支援するという観点から、都道府県や市区町村が提供する生活を

支援する各種制度・サービスにも、犯罪被害者等のニーズを踏まえ、漏れのないよ

うにつないでいくことが求められる。多機関ワンストップサービスは、こうした複

数の機関・団体による複数の制度・サービスを提供する必要が見込まれる場合の支

援の仕組みである。 
都道府県は、地域の実情に応じて、取りまとめの別添２を参考に、「犯罪被害者

等支援コーディネーター」（以下「コーディネーター」という。）を配置し、関係

機関・団体と有機的に連携した多機関ワンストップサービス体制の構築をお願いす

る。 
別添２は、先進的な都道府県を参考とした多機関ワンストップサービスの仕組み

の例であり、基本的には、 
        ① 都道府県が中核となり、都道府県に配置されたコーディネーターが支援全体

のハンドリングを行う仕組みとすること。 
        ② 犯罪被害者等が居住する市区町村が参画し、生活を支援する各種制度・サー

ビスを提供する仕組みとすること。 
        ③ 「犯罪被害者等支援調整会議」（仮称）を開催するなど、犯罪被害者等のニ

ーズに応じた支援を提供する機関・団体が情報を共有し、支援内容をパッケー

ジで検討する仕組みとすること。 
   が重要な要素と考えられる。 
  イ 多機関ワンストップサービスの対象とする範囲 
    多機関ワンストップサービスによる支援は、複数の機関・団体による複数の制度

・サービスを提供する必要が見込まれる場合に行われ、全ての個別事案を対象とす

るものではない。もとより、多機関ワンストップサービスによらないときも、相談

等を受けた機関・団体を起点とし、各機関・団体が連携して支援を提供する必要が

ある。 
    その上で、犯罪被害者等支援は、犯罪被害者等が受けた被害の種類・程度だけで

なく、その置かれている状況によりそれぞれ異なることから、多機関ワンストップ

サービスにより支援を行うかは、個別事案を踏まえて柔軟に判断されることが必要

と考えられる。 
    そのため、多機関ワンストップサービスの対象とする範囲として、例えば、一定
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の重大な事件の犯罪被害者等を想定しつつも、これらに当てはまらない場合であっ

ても必要により支援対象とすることが可能となるように配意されたい。 
ウ コーディネーターの配置 
 (ｱ) 多機関ワンストップサービスにおいては、都道府県にコーディネーターを配置

し、コーディネーターが、相談等を受けた機関・団体から情報提供を受け、犯罪

被害者等と面談し、ニーズを一元的に把握した上で、関係機関・団体による支援

を検討・調整して支援計画を策定する、また、各機関・団体が提供する支援の進

捗状況等を確認し、必要に応じて支援計画の見直しを行うなどの一連のハンドリ

ングを行うことが重要である。 
   また、コーディネーターは、域内の犯罪被害者等支援を充実させるため、市区

町村が設置する総合的対応窓口の担当者からの相談等に対応するなど、市区町村

のアドバイザーとなることも求められる。 
   都道府県においては、こうした機能・役割を担うコーディネーターの配置をお

願いする。    
 (ｲ) コーディネーターは、都道府県警察や民間被害者支援団体等を始めとする関係

機関・団体の機能や提供する支援に精通しているほか、都道府県及び市区町村の

生活を支援する各種制度・サービスのうち、特に保健医療・福祉分野に関するも

のの知見を有していることが望ましいと考えられる。 
   そこで、都道府県においては、コーディネーターがこうした制度・サービスに

関する知見を十分に有する職員となるよう特段の配意をされたい。 
   また、コーディネーターの機能・役割を踏まえると、コーディネーターは、都

道府県の総合的対応窓口を担う部署に配置することが考えられる。 
 (ｳ) コーディネーターは、特定の職員が担う場合もあれば、複数の職員でその機能

・役割を分担することも考えられる。また、都道府県以外の機関・団体にコーデ

ィネーターの機能・役割の一部を委託することもあり得ると考えられるが、この

場合においても、都道府県は、多機関ワンストップサービスの中核として主体的

に関与する仕組みとすることが必要となることに留意されたい。 
 (ｴ) 警察庁においては、こうした専門的な対応が求められるコーディネーターを支

援するため、「地方公共団体アドバイザー」を運用し、個々の犯罪被害者等に支

援を提供するに際してのコーディネーターからの相談等に対応することとして

いることから、これを積極的に活用されたい。 
エ 参画する関係機関・団体 

多機関ワンストップサービスには、その地域において犯罪被害者等支援に携わる

関係機関・団体が幅広く参画することが求められる。 
具体的には、都道府県、市区町村、都道府県警察及び犯罪被害者等早期援助団体

のほか、検察庁、裁判所、児童相談所、医療機関、弁護士会、法テラス、福祉関係

機関、教育委員会・学校、保護観察所、矯正機関等が想定されるところ、域内にお

いて犯罪被害者等のニーズに応じた支援を提供する機関・団体の協力が得られるよ

う配意されたい。 
特に、犯罪被害者等が居住する市区町村は、生活を支援する各種制度・サービス
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を提供する主体であり、多機関ワンストップサービスに必ず参画することが重要で

ある。 
  オ 犯罪被害者等支援調整会議（仮称）の開催 

 (ｱ) 多機関ワンストップサービスにおいて、犯罪被害者等のニーズに応じた支援を

包括的に提供するためには、多くの場合、これらを提供する機関・団体が集まり、

コーディネーターのリーダーシップの下で支援計画等を検討する「犯罪被害者等

支援調整会議（仮称）」（以下「支援調整会議」という。）を開催することが有

効と考えられる。 
 (ｲ) 支援調整会議は、都道府県が実施主体となり、コーディネーターが犯罪被害者

等の状況等を総合的に勘案し、開催の必要性を判断することが考えられる。開催

する場合には、都道府県、犯罪被害者等が居住する市区町村、都道府県警察及び

犯罪被害者等早期援助団体を始め、犯罪被害者等のニーズに応じた支援を提供し

得る機関・団体が参加する。なお、一つの機関・団体内の複数の部署が参加する

ことも十分にあり得る。 
 (ｳ) 支援調整会議は、必ずしも全ての多機関ワンストップサービスによる支援にお

いて開催される必要はないと考えられる。もとより、開催の有無にかかわらず、

犯罪被害者等のニーズに応じ、コーディネーターが各機関・団体とそれぞれ提供

する支援について調整するなどにより、複数の機関・団体による複数の制度・サ

ービスを適時適切に提供することが求められる。 
 (ｴ) 支援調整会議は、犯罪被害者等のニーズを中心に置いて開催されるべきもので

あり、コーディネーターが事前に犯罪被害者等のニーズを確実に把握した上で開

催し、その結果もコーディネーターが犯罪被害者等へ丁寧に説明することが基本

となる。他方で、犯罪被害者等が自身の支援体制等を直接的に知り得る機会とも

なることから、犯罪被害者等の参加については、その置かれている状況や要望を

十分に踏まえて対応する必要があることに留意されたい。 
  カ 既存の仕組みとの連携 
    個別事案の支援において、性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援セン

ターや要保護児童対策地域協議会等の特定の犯罪被害者等を含むものを対象とし

た既存の支援や連携の仕組みによることが適切と考えられる場合には、コーディネ

ーターが調整の上、当該仕組みと連携して支援を行うことが考えられる。この際、

多機関ワンストップサービスが、これら既存の仕組みで支援が提供される犯罪被害

者等も広く支援対象とするものであることを踏まえ、仕組みの趣旨や対象等の相違

に十分留意しつつ、実態として当該犯罪被害者等のニーズに応じた途切れない支援

が適切に行われるよう対応されたい。 
キ 関係機関・団体との情報共有 

    多機関ワンストップサービスにおける関係機関・団体との情報共有は、特に、相

談受理機関からコーディネーターへ連絡を行う場面、コーディネーターが犯罪被害

者等との面談後、ニーズに基づいた支援を提供し得る機関・団体へ連絡を行う場面

等において想定されるところ、それぞれ「個人情報の保護に関する法律」（平成 15

年法律第 57 号。以下「個人情報保護法」という。）等に基づき、犯罪被害者等か
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ら適切に同意を得た上で行うこととなる。 
    また、犯罪被害者等に充実した支援を提供するためには、必要な機関・団体間で

迅速に情報共有を図る必要がある一方で、犯罪被害者等に関する情報は、個人情報

保護法において「要配慮個人情報」（犯罪により害を被った事実）であることを踏

まえ、情報共有を図る場合には、その範囲を慎重に設定し、真に必要な機関・団体

のみに共有することとし、各機関・団体において情報の取扱いに関する規定をあら

かじめ定めておくほか、関係機関・団体間における情報共有等に関する共通のルー

ルを明確に設定しておく必要があることに留意されたい。 
 (4) 機関内ワンストップサービス体制の構築 
  ア 都道府県及び市区町村における構築 

都道府県及び市区町村は、犯罪被害者等に特化したもののほか、それぞれの要件

を満たすことで犯罪被害者等を含む全ての国民が利用することが可能な生活を支

援する制度・サービスを複数の部署が所管しているところ、犯罪被害者等が支援を

求める際に、いずれの部署に相談や問合せを行っても、犯罪被害者等のニーズを一

元的に把握した上で、必要な支援を積極的に提示・提供する体制を構築することが

求められる。 
これを実現するため、都道府県及び市区町村においては、部局横断的な連携強化

による機関内ワンストップサービス体制の構築をお願いする。 
また、実際に支援を提供する際には、例えば、人目につかない個室を用意する、

複数部署による手続を要する場合には、各窓口への移動を求めず、同一の場所に担

当者を集めて順次実施するなど、犯罪被害者等の気持ちに寄り添い、運用面の配慮

や工夫に努められたい。 
  イ 参画する関係部署 
    機関内ワンストップサービスでは、一つの機関・団体において様々な制度・サー

ビスを所管している場合に、犯罪被害者等のニーズを踏まえ、必要な情報を関係す

る部署に共有し、組織全体で実施する支援を調整した上で、複数の部署が所管する

支援を包括的に提供することが求められる。 
    そのため、都道府県及び市区町村の機関内ワンストップサービスには、犯罪被害

者等に特化した支援制度・サービスを所管する部署のほか、生活を支援する各種制

度・サービスを含む犯罪被害者等が利用し得る支援を所管する部署が幅広く参画す

ることが重要である。 
    また、機関内ワンストップサービスを持続的に実効あるものとするため、各部署

における支援担当者や連絡先をあらかじめ定め、各部署の担当者が犯罪被害者等支

援に関する研修に参加するほか、当該地方公共団体が提供し得る支援メニューのリ

スト等を作成し、部署間で共有するなどの工夫にも配意されたい。 
  ウ 総合的対応窓口の役割 

都道府県及び市区町村の総合的対応窓口は、機関内ワンストップサービスの中核

的役割を担い、当該地方公共団体が提供する支援の全体をコーディネートすること

が期待される。 
総合的対応窓口以外の部署が最初に相談等を受けた場合は、総合的対応窓口に情
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報を集約し、総合的対応窓口が関係部署の取りまとめ、調整を行うことが想定され

るところ、総合的対応窓口は、生活を支援する各種制度・サービスのうち、特に保

健医療・福祉分野のものを所掌する部署に設置又はこうした制度・サービスに関す

る知見を有した者を配置することが望ましいと考えられる。 
なお、総合的対応窓口は、性犯罪・性暴力や児童虐待等、特定の犯罪被害者等に

特化した窓口とも適切に連携しつつ、実態として当該犯罪被害者等のニーズに応じ

た途切れない支援を行うことが求められる。 
また、総合的対応窓口が「犯罪被害者等のための相談窓口」であることがより分

かりやすくなるよう、名称、設置の方法、周知の在り方等について見直しを行うな

ど、機能強化に向けた取組に配意されたい。 
  エ 機関内における情報共有 
    多機関ワンストップサービスと同様、犯罪被害者等に関する情報は、その性質上

特に配慮を要すること、また、地方公共団体には被害者や加害者と関係を有する職

員等が勤務している場合なども想定されることから、都道府県及び市区町村におい

ては、関係部署と情報共有する範囲を慎重に設定するとともに、犯罪被害者等に対

し、共有する情報の範囲や関係部署の担当者等について丁寧に説明した上で、同意

を得ることが望ましいことに留意されたい。 
 

３ 地方における途切れない支援を実現するための社会資源の充実強化（提言第３関係） 
 (1) 地方における支援制度・サービスの活用・充実強化 
  ア 既存の各種制度・サービスの活用 

犯罪被害者等支援においては、保健医療・福祉分野の制度・サービスを始めとす

る犯罪被害者等も利用し得る各種制度・サービスが確実に活用されることが必要で

あり、都道府県及び市区町村は、多機関ワンストップサービス及び機関内ワンスト

ップサービスを効果的に機能させ、関係機関・団体と一層緊密に連携し、これら既

存の各種制度・サービスが、犯罪被害者等のニーズに応じて漏れなく提供されるよ

う留意して対応されたい。 
また、一部の市区町村においては、重層的支援体制整備事業が実施されていると

ころ、犯罪被害者等は、被害直後から、被害の状況や原因、置かれている状況その

他の事情により、医療面、生活面、経済面等の様々な問題を抱えることとなり、ま

た、これらの問題は時間の経過等に伴って変化することから、市区町村による分野

横断的な支援を要し、複雑化・複合化した支援ニーズを有するものとして重層的支

援体制整備事業の対象となり得ると考えられ、必要に応じて同事業と連携を図るこ

とで、より充実した犯罪被害者等支援が期待される。 
重層的支援体制整備事業を実施している市区町村においては、「犯罪被害者等施

策と重層的支援体制整備事業との連携について」（令和６年７月 18 日付け警察庁

丁犯被発第 123 号、社援地発 0718 第１号）を踏まえ、適宜、同事業と連携するな

どして対応されたい。 
なお、犯罪被害者等は、実際は支援を要する困難な問題を抱えながらも、利用可

能な制度・サービスを受けることを自ら遠慮してしまうこともあり得るところ、こ
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うした犯罪被害者等に対しては、継続して寄り添いつつ、支援の具体的内容や有用

性について丁寧に説明するよう配意されたい。 
  イ 犯罪被害者等に特化した支援制度・サービスの充実強化 
    犯罪被害者等のニーズは多岐にわたり、既存の各種制度・サービスのみでは対応

できない場合や、犯罪被害者等の個別事情により利用できない場合があり得るとこ

ろ、都道府県及び市区町村においては、それぞれ取りまとめの別添３－１及び３－

２を参考に、犯罪被害者等に特化した支援制度・サービスの一層の充実強化に努め

られたい。 
    また、犯罪被害者等に特化した支援制度・サービスの検討に当たっては、支援対

象の範囲等についても、犯罪被害者等のニーズや当該制度・サービスの趣旨等を踏

まえ適切に判断するよう配意されたい。   
 (2) 犯罪被害者等支援におけるＤＸ推進 
   犯罪被害者等に関する情報は、秘密保持の観点からも厳格に取扱うことが必要であ

るほか、犯罪被害者等支援は、多くの場面において、支援者が犯罪被害者等に寄り添

いつつ行うことが求められる一方、適切にデジタル化を進めることにより、犯罪被害

者等の様々な負担を軽減するほか、支援者の利便性を向上させ、効率的でより円滑な

支援の実現が期待される。 
   都道府県及び市区町村においては、犯罪被害者等が自身の状況や問題に応じた域内

の相談先や利用可能な支援に関する情報等に速やかにアクセスできるよう、警察庁が

開設を進めるポータルサイトと連携するなどして各ウェブサイト等を充実させるほ

か、犯罪被害者等が要望する場合には、支援者とのオンライン面接を可能とするなど

のＤＸの推進に努められたい。 
 
 


